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東京圏都市鉄道の混雑率 100%は実現可能か？ 

－WTP 制約下での挑戦－ 

 

 

 

H05209 増田 淳 

指導教員 岩倉 成志 

1，はじめに 

 近年，朝の通勤ラッシュは改善しつつあるとはいえ

依然として劣悪な状況にある．国土交通省は，運輸政

策審議会第 18 号答申にて東京圏都市鉄道の整備水準

として，2015 年における主要区間の混雑率を 150%に

するとともに，個別路線に関しても 180%以下にする

ことを目指すとしている．しかし，180%の混雑率を通

勤ラッシュの改善結果とするには疑問が残る． 

本研究では仮想市場評価法(CVM)を用いてアンケー

トを行い，通勤通学で鉄道を使う人の混雑緩和に対す

る運賃値上げ許容額(支払意志額：WTP)を推定し，集

計額を明らかにする．その集計額の範囲内で，東京圏

都市鉄道の全ての駅間断面混雑率を 100%にするため

の施策を，交通需要予測を行った上で提案する．  

2，仮想市場法による運賃値上げ許容額の推定 

(1) 調査概要 

本研究では，鉄道利用者の混雑緩和に対する運賃値

上げ許容額を推定するため JR 中央線の日野駅と武蔵

小金井駅，JR 京葉線の海浜幕張駅と新浦安駅，東急田

園都市線の南町田駅とたまプラーザ駅，東武伊勢崎線

のせんげん台駅と松原団地駅の 4 路線 8 駅にてアンケ

ートを実施した．路線や駅の選定理由は，都心に通勤

する人が多く，混雑率が異なる路線を選ぶことで混雑

緩和に対する多様な運賃値上げ許容額を反映するため

である．調査は 08 年 12 月初旬から中旬にかけて行い，

訪問留置形式にて実施した．配布枚数 330 枚に対し

154 枚の有効回答を得ることができ，回収率は 42.7%

であった．質問形式はダブルバウンド形式を採用して

おり，最初の提示額を 30 円に設定し，賛成者のみ 50

円，反対者は 10 円を再提示し，10 年間支払うものと

した．運賃値上げは次年度から始まるとし，混雑緩和

政策にのみ充当することを明記した． 

(2) 調査結果 

回答者の運賃値上げ許容額は図 1 のようになった． 

 

 

 

 

 

 

 

図 1回答者の運賃値上げ許容額 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 賛成確率と運賃値上げ許容額の関係 

これを用い，対数線形ロジットモデルによって運賃値

上げ許容額を推定した．その際，回答者の最大運賃値

上げ許容額で裾切りを行った．その結果，賛成確率と

運賃値上げ許容額の関係は式(1)で表わされ，運賃値上

げ許容額の中央値は 12 円，裾切り平均値は 46 円とな

った．本研究では安全側で集計額を出すため中央値を

採用し集計額を算出した． 

𝛥𝑉 = −0.8051𝑙𝑛 𝑐 + 1.9737(𝐸1 − 𝐸0) ・・・式(1) 

 

 

 

(3) 集計額の算出 

(2)で求まった運賃値上げ許容額を基に，集計額を算

出した．集計額は，式(2)によって求めることができる． 

 

 

 

 

𝑀：集計額  𝑊𝑇𝑃：運賃値上げ許容額 

𝑄：年間輸送人員 𝑌：値上げ期間(10年) 

𝛥𝑉：混雑解消による効用変化 𝑐：運賃上昇額 

 𝐸1：対策前の混雑率 𝐸0：対策後の混雑率 

(今回は，𝐸1 − 𝐸0を定数項として扱った．) 

𝑀 = 𝑊𝑇𝑃・𝑄・𝑌 ・・・式(2) 
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𝑄 には平成 19 年版都市交通年報の値を用い，集計

額はおよそ 2 兆 2000 億円となった．  

3，混雑率 100%の提案を目指した計画提案 

(1) 計画案の概要 

集計額の制約下で混雑対策を検討した．需要予測に

は，運輸政策審議会で用いているシステムと同じもの

を使用し，計画案実施時の混雑率を予測し，その効果

を分析した．予測年次は 2030 年である．本研究で提

案する混雑対策案は，運政審 18 号答申 

の計画 B 路線が全て開業した上で，それに計画案を

加えるものとする．主要な計画案を表 1 に，計画案実

施時の鉄道網を図 3 に示す．整備費用は平成 18 年度

鉄道統計年報の値を参考とし，2 兆 1800 億円となった．  

(2) 混雑率の比較と考察 

この計画案にある混雑率の変化を比較するため， 

2005 年現在と，2030 年時点で B 路線が開業した場合，

そして本研究の計画案を加えた際の混雑率を主要駅間

断面で算出した結果を表 2，3，4 に示す． 

対策の結果，混雑率は大部分で 100%以下に納まり，

100%以上の路線でも大幅な混雑緩和を達成できた．こ

の結果，現況平均混雑率は 186%であるのに対し，本

研究案での平均混雑率はおよそ 94%となった．   

しかし，東京メトロ丸ノ内線と半蔵門線では混雑率

が悪化に転じる結果となった．丸ノ内線では JR 京葉

線の延伸による経路配分交通の変化，半蔵門線では輸

送力を増強した東急田園都市線の乗客を捌ききれない

ことが原因である． 

4，おわりに 

本研究では，仮想市場法により東京圏都市鉄道の主

要区間の平均混雑率を 100%以下にすることができた．

しかし，全ての駅間断面混雑率を 100%以下にするま

でには至っていない． 

今後の課題は，本研究案で混雑の緩和が見られなか

った路線と混雑率が著しく 100%を割り込んだ路線と

の混雑の平準化を図ることで計画案の見直しを進める．  
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表 1本研究で行った主要な計画案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 本研究案実施時の東京圏都市鉄道網 

表 2主要駅間断面混雑率の変化(JR) 

 

 

 

 

 

 

 

表 3主要駅間断面混雑率(地下鉄) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究提案路線 

答申 18 号 B 路線 

表 4主要駅間断面混雑率(大手私鉄) 


